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要  旨 

 

本報告は、”logistics”で出版された論文「Study on the Relationship between Port Governance and 

Terminal Operation System for Smart Port: Japan Case」の日本語訳を一部加筆修正したものである。 

近年のグローバル化により国際貿易量は増加しており、国際輸送ネットワークにおける港湾の役割

の重要性も増している。その流れに伴い港湾の生産性や安全性の向上、環境負荷の低減等を目的とし

スマートポートと呼ばれる情報通信技術の活用による港湾運営の高度化の流れが世界中で進んでいる。 

コンテナターミナルの運用を管理するための情報システムであるターミナルオペレーションシステ

ムは世界中のコンテナターミナルで幅広く導入されており、スマートポート化においても重要な役割

を果たすことが期待される。今後の日本におけるターミナルオペレーションシステムの進化の方向性

を検討するにあたっては、その特徴や課題点、背後要因を整理する必要がある。 

 そこで本稿では、スマートポートに向けた国内外の研究開発事例を文献調査によって整理するとと

もに、日本で導入されているターミナルオペレーションシステムと、海外において広く導入されてい

るターミナルオペレーションシステムの機能面の特徴を調査し、その相違点を整理した。また、日本

や海外の港湾運営管理体制の特徴を調査し、日本のターミナルオペレーションシステムの特徴と、日

本の港湾運営管理体制の関係性に関する考察を実施した。さらに、日本のコンテナターミナルにおい

てスマートポート化を推進するにあたっての方向性についての考察を実施した。 
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Synopsis 
 

This paper is a Japanese translation of the paper “Study on the Relationship between Port  
Governance and Terminal Operation System for Smart Port : Japan Case” published in “logistics”. 

Driven by the trend of globalization, the volume of trade between nations has in-creased 
significantly. Ports play an important role in transportation networks. With this trend, the 
advancement of port operations using information and communication technology, known as Smart 
port, has become a global trend, with the aim of improving port productivity and safety, and 
reducing environmental impact.  

Terminal operation system, which manages terminal operation processes, have been widely 
introduced at container terminals around the world, and are expected to play an important role in 
the smart port concept. In order to discuss the future direction of the advancement of terminal 
operations systems in Japan, it is necessary to summarize the characteristics and challenges of 
terminal operations systems. 

This paper review literatures of domestic and international R&D cases for smart ports, and 
summarizes the characteristics of Japan’s port authority (PA) system based on its historical 
background, and it compares the system functional characteristics of the TOS introduced in Japan 
with those of TOSs widely introduced in worldwide. It then discusses the relationship between the 
issues and features of Japan’s TOS and the port operation and management system, and it provides 
recommendations for smart ports. 
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1. はじめに 

 

グローバル化に伴い、国家間の貿易量は大幅に増加し

ており、港は輸送ネットワークと経済システムにおいて

重要な役割を果たしている1)。港湾海事産業は進化の5段

階目、つまり紙ベースの港湾、デジタル化された港湾、

港域の統合、港湾と都市の統合を経て今日ではグローバ

ルサプライチェーンとの統合に至ったと言われている2)。 

2010年代以降、コンテナ港湾は「スマートポート」の

コンセプトに向けて進化しており、インダストリー4.0の

影響を受けて、”port 4.0”という用語が登場している3)。

スマートポートの定義については諸説あるが、Barbarら

は、スマートポートの包括的な定義として、自動化、環

境、インテリジェンスの3つの要素を挙げている4)。 

自 動 コ ン テ ナ タ ー ミ ナ ル (Automated Container 

Terminal: ACT)はスマートポートの典型的な事例であり、

無人搬送車(Automated Guided Vehicle: AGV)、自動スタ

ッキングクレーン(Automated Stacking Crane: ASC)、タ

ーミナルオペレーションシステム(Terminal Operation 

System: TOS)といった機器やシステムの適用によりACTの

動作環境は改善されてきた。一方で既存の自動化荷役機

械は気象条件や交通渋滞、設備の故障といった外乱に直

面した際にシステムの動作を柔軟に調整する能力が十分

ではなく、ターミナルの全体的な効率に影響する恐れが

指摘されており5)、その解決策としてデジタルツインを例

とするテクノロジーが提案されてきた5)。 

港湾の環境負荷低減としては、気候や環境の持続可能

性を確保しつつ経済発展を促進するというグリーン成長

またはグリーン港湾政略の理念が導入され6)、港湾の運用 

管理プロセスにおけるエネルギー効率の向上や生態系、

環境の保護といった側面からの取り組みが盛んである7)。 

以上のようなスマートポート化の背景としては、モノ

のインターネット(IoT)、人工知能(AI)、5Gネットワーク、

ブロックチューンといったような新技術の登場、そして

熟練した人材が不足している中で貨物量が増加している

ことから、24時間稼働するデジタル化され自動化された

ソリューションへの要求があるとされている1、8)。 

本論文において研究対象とするTOSは、コンテナターミ

ナルのさまざまな要素（情報通信技術（ICT）システム、

コンテナ処理装置、インフラ、ターミナルオペレーター

のパフォーマンスなど）に基づき、ターミナル内のすべ

てのプロセスを担当する管理システムである9)。 

港湾情報連携システム(Port Communication System: 

PCS)もまた、港湾における重要な情報システムである。

PCSは、港湾とその顧客およびフォワーダー、輸送業者、

輸入業者、輸出業者、税関などのさまざまな利害関係者

との間の情報交換を提供するために使用される組織間シ

ステムであるとされる9)。 

スマートポート化に向けた情報システムの高度化は、日

本においては国土交通省港湾局や港湾管理、運営者、そ

の請負事業者である港運会社等によって進められてきた。

例えば、国土交通省港湾局が開発運用を行っているシス

テムとしては、港湾物流手続きの電子化システムとして、

2021年から運用開始したCyber portや10)、コンテナターミ

ナルのゲート前混雑の解消やコンテナトレーラーのヤー

ド内滞在時間を短縮することを目的に開発された搬出入

予約システムであるCONPAS11)、ターミナルオペレーター、

荷主、海貨事業者、運送事業者等の関係事業者間で、一

元的にコンテナ物流情報を共有化するためのシステムで

あるColinsがあり、これらのシステムはPCSの一種として

カテゴライズされると考えられる。 

一方で、コンテナターミナルの運用プロセスを管理する

TOSは、一般的には港湾管理者や港運事業者により主体的

に導入されるものであり、TOSの改善や高度化はそれらの

事業者に委ねられている。 

本論文は、日本の港湾管理運営体制の特徴をその歴史

的背景等に基づき整理するとともに、日本において導入

されているTOSのシステム機能面の特徴を、欧州や東南ア

ジア等において広く導入されているTOSと比較する。その

上で、日本のTOSの課題点や特徴、港湾運営管理体制とTOS

の関係性について考察し、将来のスマートポート化に向

けた考察を行う。 

 

2. 本研究の内容と構成 

 

本研究のフローを図-2.1に示す。まず、文献レビュー 

ではスマートポートやTOSに関する研究開発事例を調査 

 

Smartportや TOSに関する

主観的文献レビュー

CTMS
(日本製 TOS)

OPUS
(海外製 TOS)

TOS機能に関するインタビュー調査と

日本と海外を代表する TOSの比較
日本と海外の港湾ガバナンスモデル

に関する文献、現地調査

日本の TOSの機能の特徴と、港湾ガバナンス

モデルとの関連性に関する考察

Smartportに向けた TOS機能の考察

 

図-2.1 研究フロー 
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する。文献調査は、1.ソフト面からのコンテナターミナ

ルオペレーションの最適化、2. コンテナターミナルの経

営戦略や、サプライチェーン全体に関わる効率化、3. IoT

技術のようなハードウェアの導入や、コンテナターミナ

ル外との情報連携に関する研究という、3つの方向性から

行った。そして先行研究の動向を踏まえて、スマートポ

ートに向けたTOSのコンセプトと機能を考察したうえで、

それらを踏まえて日本と海外を代表するTOSのヒアリン

グ調査を行い、機能の相違点を整理する。同時に日本や

海外の港湾ガバナンスについて文献レビューや著者らの

訪問インタビュー等の結果を参考にして整理する。最後

に、TOS調査の結果と港湾ガバナンスの関連性についての

考察を行い、改善点などを提案する。 

本論文の特徴としては、スマートポート化の動向の中

で、TOSに求められる機能について整理し、日本を代表す

るTOSシステムの特徴を海外の先進的なTOSとの比較によ

って明らかにし、日本のTOSシステムの現状と日本におけ

る港湾運営、管理体制を関連付けて考察したことと、そ

の上で、日本の港湾のスマートポート化のためのTOSの方

向性について提案したことである。 

本論文は図-2.1のフローに基づき以下のように構成さ

れている。まず、第3章ではスマートポート化に向けた先

行研究を整理し、その動向について述べるとともに、TOS

に求められる機能について検討する。第4章では、日本の

港湾運営管理体制について整理する。第5章では、日本国

内と海外のTOSシステムを比較し、スマートポート化の視

点から、それぞれのTOSの相違点について述べる。第6章

では、第4章までの内容を踏まえ、日本の港湾運営管理体

制やTOSの特徴と課題点について考察する。第7章は以上

を踏まえ結言とする。 

 

3. 文献調査とターミナルオペレーションシステム

に求められる機能の考察 

 

3.1 スマートポートに関する文献調査 

スマートポートに向けた研究開発は、自動化、電動化、

デジタル化を含む3つの技術分野を中心として継続的に

進んでいる6)。本稿では、これらの研究開発や調査に関す

る研究の内、特にデジタル化に関わる研究についてレビ

ューした上でTOSに求められる機能について考察する。ス

マートポートに関する研究としては、大きく分けると以

下の3つの研究の方向性が考えられる。 

1. コンテナターミナルにおける蔵置計画や荷役機器の

最適化、消費エネルギーの最適化に関する研究や、TOSや

デジタルツインを含むソフト面からのコンテナターミナ

ルオペレーションの最適化等に関する研究  

2.コンテナターミナルの経営戦略や、陸上・海上コンテ

ナ輸送に関わる効率化や動向調査に関する研究  

3. IoTやICT技術の活用によるTOSやコンテナターミナル

運用の高度化に関する研究(主にハードウェア面の導入

や、コンテナターミナル外との情報連携によるもの) 

まず、コンテナターミナルにおける蔵置計画や荷役機

器の配置等のターミナルオペレーションのソフト面に関

する研究として、例えばDamlaらは、本船揚げ積み作業に

おけるガントリークレーンのスケジューリングやヤード

内の蔵置位置を最適化するために、コンテナターミナル

のオペレーションを統合した統合港湾コンテナターミナ

ル問題(IPCTP)を定式化し、制約プログラミング(CP)ソル

バーによって解けるということを示した12)。 

また、コンテナが搬入される際の搬入座標決定ロジッ

クの定式化を行い、3ステップ(コンテナ属性の特定、蔵

置ベイ候補の選定、蔵置ベイの決定)による座標決定をシ

ミュレーションにより検証し、現状と比較したハンドリ

ングコストの改善を示した研究の例がある13)。 

搬入コンテナ(輸出のためにヤード外から搬入される

コンテナ)の位置決定としては、他にもGMMクラスタリン

グを活用したオンライン最適化により積計画に基づいた

ヤード内搬入位置決定ロジックを構築した研究例がある

14)。 

  本船揚げコンテナ(輸入のために本船から陸揚げされ

るコンテナ)の蔵置位置の決定については、搬出トラック

の到着順を考慮することで荷繰りを最小化することが重

要な課題のひとつである。Sebastiánらは、データ分析手

法に基づくコンテナ滞留時間の予測と、数理モデルによ

る荷繰りを最小化する本船揚げコンテナ蔵置計画の立案

手法を提案した15)。 

また、本船揚げコンテナの蔵置場所を顧客ごとに専用

のエリアにすることで荷繰りを減少させる、スマートス

タック戦略(SS)というコンセプトも提案されている16)。 

  データマイニングとオペレーションズリサーチの手法

により、搬入コンテナの予約において搬入と搬出を1回で

行うDouble moveを増やすことでヤード内に進入するトレ

ーラーの台数の低減と到着タイミングの平準化を行い、

ヤード内トレーラーの混雑の低減と作業の効率化をメキ

シコやイタリアにおけるケーススタディにより検証した

例もある17)。 

上に挙げたコンテナの蔵置計画の定式化や効率的なコ

ンセプトの提案といった研究は多くの先行研究が存在す

る分野である。コンテナターミナルのオペレーションに

おいてコンテナの蔵置計画はTOSが担う機能の一つであ
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り、これらの研究はTOSの改善や高機能化に資するものだ

と考えられる。 

TOSの機能に関する研究についてもいくつか例があり、

例えばコンテナターミナル運用の効率化を図るための統

合Terminal Operation System(ITOS)の提案18)や、TOSの機

能を専門家パネルの意見を基に分類し、AHP(Analytic 

Hierarchy Process)により、重視すべき機能を評価した

研究19)がある。 

また、コンテナターミナルオペレーションのソフト面

からの効率化において、デジタルツインは重要な研究開

発テーマである。例えばKan Wangらは、①Physical、 ②

Data、 ③Model、 ④Service、 ⑤Applicationの5層から

構成されるデジタルツインのコンセプトを提案し、課題

の整理を行った20)。 

Robert Kiarらは、デジタルツインの歴史と現状を適用

ドメインや目的に分けて類型化し、港湾デジタルツイン

の構成について整理している。港湾はサプライチェーン

のノードのひとつであるとともにスマートシティの一部

分であり、都市交通や海上物流と密接に関係しておりそ

れらの多種のプレイヤー間でのデータのやり取りの統一

化が重要であると述べている。また、港湾のデジタルツ

インの適用先として、本船、ヤードオペレーション、後

背地輸送、照明や荷役機械のモニタリングといった設備

面を挙げ、どのようにデジタルツインが適用されうるか

を示している21)。また、デジタルツインモデル上での

Automated Stacking Crane(ASC)のスケジューリングロジ

ックの検討や5)、Q学習を適用したASCの消費電力の最適化

等の研究事例がある22)。 

  次に、コンテナターミナルの経営戦略や、陸上・海上

コンテナ輸送に関わる効率化や動向調査に関する研究と

しても、様々な手法を用いた港湾の現状や経営戦略の優

先順位の分析評価に関する研究が多く行われている。 

例えば、先進国と新興国の港湾の効率性の比較を

DEA(データ包絡分析法)により行った事例23)や、ファジイ

技法を組み込んだ階層分析プロセスにより港湾改善戦略

の優先順位を評価した例24)、ターミナル運営のサービス性

に影響する要因を整理し、多基準意思決定法を用いてイ

ンドの12のコンテナターミナルのサービス性を比較評価

した例25)等が挙げられる。 

また、Barbara T.H. Yenらは、スマートポートの定量

的な評価を行うための指標として、環境、自動化、情報

化の3カテゴリーで13の指標を定義し、階層分析法(AHP)

や包絡分析法(DEA)、Tobit回帰分析を行いそれぞれの指

標が港湾のパフォーマンスにどのような影響を与えるか

を評価した4)。 

Ignacioらは、スマートポートに向けた新技術の現状を

レビューし、スマートポートやポート4.0の新時代におい

て、港湾やターミナルが具体的なプロジェクトをどのよ

うに展開しているかをまとめている3)。 

Othmanらは、エジプトの港湾において、スマートポー

トの実現と技術導入への準備と適応の度合い、および持 

続可能性の実現と改善への影響を調査した。彼らはエジ 

プト港湾が持続可能性の実現と改善のためどの程度スマ

ート港湾の実践と技術導入が可能であるかを調査した26)。 

炭素排出政策も港湾やサプライチェーンのモデリング

において考慮されるべきである。Eslamipoorらは、多目

的モデリングにより、配送に関わるコストを最小化する

とともに、ドライバーと目的地への車両割り当てを最適

化することにより、二酸化炭素排出量を削減するモデル

を提案した27)。他にもEslamipoorらは、異なるデポへの荷

物の集配を伴う車両経路問題（VRP）の数理モデルを提案

する28)。このモデルはコストと顧客の待ち時間を最小化す

ることを目的としている。港湾の戦略を考えるにあたっ

てはサプライチェーンマネジメントの視点を持ちこのよ

うな陸運配送の最適化にも配慮する必要がある。 

最後に、5Gに代表されるような近年の情報通信技術の

高度化や、センサリング技術の発展に伴い、Internet of 

Things(IoT)を活用した港湾における情報収集とその活

用、またPCSのような、コンテナターミナルとその外部と

の情報連携もまた重要なトピックである。 

Leonardらは、港湾における情報システムを、学術的お

よび実用的な観点から調査している29)。この研究では、現

在の港湾で使用されている情報システムとして、

National single window(貿易書類等の提出のためのEDI

システム)、Vessel traffic services、ゲートシステム(予

約および自動処理)、PCS、TOS、ダメージチェックシステ

ム、Port road and traffic control information systems

等を挙げている。また、それらの情報システムを支持す

る技術要素として、Differential GPS(DGPS)による位置

測位や、RFIDによるコンテナや車両の認識、OCRやワイヤ

レスセンサーネットワーク等があることを指摘した。 

Amine BOUHLALらは、コンテナターミナルにおけるIoT

技術を活用した各種センサーやモニタリング技術の動向

調査を行った30)。この研究ではInternet of ships(IoS)

に焦点を当て、港湾局、船社、荷主等が情報共有できる

標準化されたデータシェアのプラットフォームの必要性

が論じられている。彼らはまた、船やクレーン、AGVなど

から情報をリアルタイムで収集できるデジタルプラット

フォームがスマートポートの実現に不可欠であると述べ

ている。 
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・インベントリ管理

・YP/VP (Yard/Ves. plan)

・YO (Yard Operation)

TOSIoT データ

収集

港湾情報連携システム (PCS)

スマートゲート

システム

ECS
AI

自動化クレーン

AGV

・ダメージチェック

・RFID センサー

①

②

③
④

⑤

⑥

Smartportに向けたTOSの機能

① ECS(自動化荷役機械制御システム)との
  相互通信機能

②デジタルツインとAIの活用による荷役作業計画/
  荷役作業管理

③モバイル端末を通した運転手や作業員への
　作業指示

④ PCSを介した各ステークホルダーとの情報連携

⑤スマートゲートシステムとの連携

⑥ IoT 技術によるデータ収集と活用

デジタルツイン

プラットフォーム

モバイル

端末

クレーン運転手

トラック運転手

ヤード作業員

税関　船社　陸運事業者　荷主  
図-3.1 スマートポートのためのターミナルオペレーションシステムの機能 

 

以上のような先行研究を踏まえ、本研究は港湾で使用

されているTOSについての機能を調査し、日本と世界のT 

OSの相違点を整理し、港湾政策制度との関係性を考察し、

スマートポートに向けた提案を行った。スマートポート

についての先行研究では、実際に港で使用されているTOS

システムの機能に関してベンダーにヒアリング調査を行

い、その背景について言及したものは少なく、本論文の

特徴であると考えられる。 

 

3.2 スマートポートに向けたターミナルオペレーシ

ョンシステムの機能 

 以上のような先行研究の動向を踏まえて、スマートポ

ート化に対応するためのTOS機能の一例として、本論文で

は図-3.1に示すようなTOSを想定する。このTOSは、従来

のTOSが備えているようなインベントリ管理機能や作業

計画、管理機能に加えて、スマートゲート、PCS、IoTデ

ータ収集機能とのデータ連携機能を備えるとともに、そ

れらのデータをデジタルツインプラットフォームやECS

と仲介し、オペレーションの効率化や自動化に貢献する。

言い換えれば、このTOSはスマートポートの中心として情

報伝達と荷役作業を制御する役割を担うものである。 

 

4. 日本の港湾ガバナンスとコンテナターミナルの

運営 

  

4.1 日本の港湾ガバナンスに起因するコンテナターミ

ナル運営の特徴 

日本では戦後間もない1950年に港湾法が制定され、港

湾の管理主体としては、単独または複数の地方公共団体

が設立する港務局ないしは地方公共団体を港湾管理者と

するとされた38)。日本でのコンテナリゼーションの始まり 

は1969年であり、船社による専用使用が港湾法上不可で 

 

あったこと、巨額のコンテナターミナル整備費用の資金

調達面の要請から、1967年には京浜及び阪神外貿埠頭公

団が設立されている。整備されたコンテナターミナルは

1969年の若狭裁定の下で船社にリースされ、船社専用タ

ーミナルとして運営されていった31)。 

専用借受けの対象には外国船社も含まれたが、資本力

の小ささ等を理由に港運事業者は作業を請負うのみとさ

れた。しかし、2000年代以降は港運事業者のターミナル

運営への参画が進み、2000年には共同借受けという形で 

港運事業者のコンテナターミナル運営への参画は一般化

していき、船社専用ターミナルでも、港運事業者への転

貸や船社・港運の共同借受けが行われるようになった32)。 

  1990年代には日本の港湾の国際競争力の低下が指摘さ

れるようになり33)、国内のコンテナ港湾の量的、地理的配

置を政策的に位置づけた1995年の中枢・中核国際港湾指

定を経て、2001年にはスーパー中枢港湾政策が提唱され

た。この頃までには世界各国で港湾改革が進み、多くの

国はいわゆる地主型と言われるLandlord港湾へと転換34、

35)、それに伴いグローバルターミナルオペレータ―

(Global Terminal Operator: GTO) が台頭しグローバル

展開を進め36、37)、こうしたGTOの活動に対抗することが政

策の背景にあった38)。このため、アジアの主要港を凌ぐ港

湾コストやサービスの実現を、国内のメガターミナルオ

ペレーター (Mega Terminal Operator: MTO) の育成によ

り目指されることとなったが、MTOは国内港運事業者によ

る共同出資会社を念頭に置いたものであった39)。 

  2004年には京浜港、伊勢湾、阪神港がスーパー中枢港

湾として指定され、いくつかのMTOが設立されたが、事実

上港運事業者間の縦割り状態が続き、実質的にこれらの

港湾でMTOによる一体運営は実現しなかった。   

続く国際コンテナ戦略港湾政策で港湾運営会社 (Port 

Operation Company: POC) 制度が導入されたことで、港
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湾運営の枠組みは変化する。港湾運営会社制度とは、民

間の視点を有する株式会社である港湾運営会社が港湾の

複数のターミナルを港湾管理者等から借受け一体運営す

るものであり、POCはターミナル単位で更にターミナルオ

ペレーター（Terminal Operator: TO）に専用的に貸付を

行う。貸付先はそれまでターミナル運営に関わってきた

船社や港運事業者である。すなわち、PA－POC－TOという

世界的にも稀な二層構造である。POCは、MTOのように港

運事業者を念頭に置いたものではなく、港湾法上最上位

に位置づけられる国際戦略港湾の港湾運営会社は、港湾

管理者に加えて国が出資を行うState owned enterprise 

(SOE) となっている40)。 

  もともと港湾法制定時に、港湾管理主体としては欧米

のPort Authority (PA) 制度を模した港務局を想定した

が普及せず、また日本は港湾改革を経てもPAの商業化、

企業化は行われず、アジア内でも中国、韓国、台湾の様

にPAの運営機能が民間企業として分離されている訳でも

なく41、42)、今日まで港湾管理は地方自治行政の一環とし

て行われてきていることが日本の大きな特徴となる43)。大

港湾を中心に運営会社制度を通じて民間関与の傾向は強

まっているとは言え、大部分の港湾では公設公営のター

ミナルである40)。 

  このため、民間企業が参入可能な港湾運営市場は限定さ

れ、参画主体としては、基本的にはPOC及びその出資者、

POCからリースを受けるTOとなる。港湾運営会社の出資者

は地場企業を中心に様々な業種が含まれるが、実質的に

港湾運営に参画しているとは言い難く、TOとしては船社

と港運事業者に限定される。船社に関しては一部外国船

社もリースを受けているが、港運事業者については国内

企業に限られ、日本の港湾にGTOが進出していないことは

大きな市場の特徴になる44)。 

TOとして日本の港運事業者が置かれてきた環境は、外

国TOの進出が殆どなかったことを含め競争がなかった点 

で独特である。歴史的にCTの運営が船社の専用ターミナ

ルから始まり、港運事業者が運営主体となってからもそ 

 

の慣習は踏襲されており、複数の先行研究において日本

の特徴として専用、準専用ターミナルの存在が挙げられ

ている45～47)。TOとしての参入以前に、そもそも荷役業と

しての市場自体、業界秩序が重視された戦後より、登録

制、免許制、許可制へと自由化の流れにあるものの、現

在に至るまで基本的には船社と港運事業者の契約が船社

－元請港運－下請港運の縦割り系列が港湾ごとに踏襲さ

れ、配船に対しては船社、日本港運協会、労働組合との

事前協議が必要であるという業内規制を守りながら自ら

の市場環境を維持してきた32)。 

外国TOの進出がないことは、スーパー中枢港湾政策が

大きな転換点となっている。アジアの中でも、中国、韓

国、台湾は港湾運営の効率化と港湾整備のために民営化

政策を導入して外資のGTOを受け入れてきたことと対照

的に、日本はGTOに伍する国内TOであるMTOの育成に拘っ

た。結果的に国内に産業として自立したTOが未発達で定

着していないことも指摘されている48)。 

港湾ガバナンス上、PA機能の分離がなされていないこ

とや、港湾改革の中で目指されたMTOが経路依存性により

実現しなかったことにより、国内民間企業による港湾運

営が産業として育成されていない。 

現在では、日本のコンテナ貨物の大部分を扱う大港湾

ではPOC制度が適用され、POCから転貸されたTO（船社、

港運事業者）がCTの運営を行っているが、PA-POC-TOの二

層構造、さらには港運業界の歴史的に踏襲されてきた秩

序の存在から、ステークホルダー間の権利、裁量の範囲

は複雑な状況にあり、TOSの導入、発展にも大きく影響す

る。一方、大港湾以外では、公共事業としてのCT整備が

実施されてきたほか、現在でも依然として地方公共団体

に運営される公共ターミナルであり、こうした状況もTOS

の導入、発展に影響すると考えられる。 

 

4.2 港湾荷役関係者の階層化  

表-4.1に日本のPOC制度適用のCTにおける港湾荷役ス

テークホルダーの階層の一例を、表-4.2に港湾運送事業 

 

表-4.1 日本のPOC制度適用のCTにおける港湾荷役ステークホルダーの階層の一例 

機能 実態 業務内容 

港湾管理 所管官庁 国土交通省 港湾計画の確認、岸壁整備 

港湾管理者 自治体 港湾計画の策定、荷捌き地整備 

港湾運営 港湾運営会社 第三セクター株式会社 

 

行政財産の借受と CT 運営者への貸付、ア

セット導入と管理 

CT 運営と荷

役作業 

CT 借受者/会社 民間企業；船社 長期借受、専用使用 

CT 運営者/会社 民間企業； 

一般港湾運送事業者（元請） 

CT の運営業務、荷捌き地荷役機械、TOS

の導入 

荷役作業者/会社 民間企業； 

港湾荷役事業者等（専業） 

荷役機械の操作 
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法で規定される港湾運送事業7事業を示す49)。 

表-4.1で例示したCTでは、港湾管理者から当該港湾内

の全てのCTが１つのPOCに長期貸付され、CT毎に借受者

（船社または港運）に貸し付けられている。ガントリー

クレーンは港湾管理者または港湾運営会社が購入するが、

実際のCTの運営は船社が借り受ける場合でも一般港湾運

送事業の許可を得た民間企業であるCT運営者（元請）が

使用することになる。しかしながら、実際にクレーンに

乗り込み操作をするのは港湾荷役事業の許可を得た民間

企業の荷役作業者（専業）の荷役作業員であるので、ク

レーンの所有者、借受者、使用者、操作者が異なってい

る。一方、荷捌き地のクレーンやトップリフタ、シャー

シトラクター等荷役機器、並びにTOSはCT運営者が購入し、

荷役作業会社が雇用する荷役作員が操作を行うケースが

一般的である。また、荷役機器の保守維持管理は、CT運

営者またはCT運営者が委託する請負業者によって行われ

ている。先述した歴史的背景から、日本の港湾荷役にお

いては、表-4.2に示す通り各事業者の作業範囲が明確に

分かれている。 

 

4.3 日本と諸外国の港湾管理・運営体制の比較 

日本のCT運営形態と諸外国の形態とを比較するため、 

著者による海外港湾の現地調査50)等に基づき、アラブ首長

国連邦（UAE）・ドバイ港とタイ・バンコク港及びレムチ

ャバン港ターミナルDの状況を表-4.3に示す。表の着色部

は民間企業を示す。 

港湾運営における研究の視点のひとつとして、港湾ガ

バナンスモデルの分類がある。広く用いられている港湾

ガバナンス類型論として、World bankによるものがあり51)、

民営化のレベルに基づいて、Service port(公共サービス

型)、Landload port(地主型)、Tool Port(上下インフラ

提供型)、Private port(私営型)の4類型が挙げられてい

る。日本の一般的なコンテナターミナルは、インフラス

トラクチャーやスーパーストラクチャーを公共セクター

が担い、運用を民間が担うという点からTool portに分類

される。本論文ではTool port以外の3類型に分類される

ターミナルを、東南アジアや中東地域から1港ずつピック

アップして比較を行うこととした。 

UAEのDP World(DPW)は、2005年に設立した民間企業で

あり、現在、世界42カ国で72ターミナルを運営している

グローバルターミナルオペレータである 52)。 Port 

Authority of Thailand（PAT）は、タイ運輸省管轄下の

組織として1951年に設立された公社で、国際港湾である

バンコク港、レムチャバン港及び地方港湾チェンセン港、

チェコン港、ラノンの計5港を管理している53)。Hatchson 

Port Thailend（HPT）は、Thai Laemchabang Terminal社

とHatchison Laemchabang Terminal社の2社で構成され、

CKハチソン傘下の民間企業としてタイの港湾を運営して

いる。CKハチソンは、香港を拠点として世界24カ国で53

ターミナルを運営しているグローバルターミナルオペレ

ータである52)。    

いずれも公共セクターと民間セクターの所掌分界点に

違いがあるが、それぞれのセクター内では単一の事業主

体を構成している。一方日本の港湾運営会社は、2011年

の港湾法改正により導入された港湾運営会社制度による

もので、国、地方自治体、民間企業が出資する第三セク

ター方式の半官半民企業である54)。港湾ガバナンスモデル

の視点からはTool portに分類されるが、表のように公共

セクター内や民間セクター内でも事業者が細分化されて

いるのが特徴である。 

 

表-4.2 日本の港湾荷役事業者の種別 
事業名 事業内容 
①一般港湾運送事業 荷主又は船舶運航事業者の委託を受け、船舶により運送された貨物

の港湾における船舶からの受取り、運送されるべき貨物の港湾にお

ける船舶への引渡し等に合わせ、②〜④を一貫して行う。 
②港湾荷役事業 港湾における船舶への貨物の積込又は船舶からの貨物の取卸。船

舶・はしけにより運送された貨物の荷さばき場への搬入、または運

送されるべき貨物の荷さばき場からの搬出、これらの貨物の荷さば

き場における荷さばき若しくは保管等。 
③はしけ運送事業 港湾における貨物の船舶・はしけによる運送と、はしけの曳航。 
④いかだ運送事業 指定区間におけるいかだに組んで行う木材の運送等 
⑤検数事業 船積貨物の積込又は陸揚に際して行う貨物の箇数の計算又は受渡の

証明 
⑥鑑定事業 船積貨物の積付に関する証明、調査及び鑑定 
⑦検量事業 船積貨物の積込又は陸揚に際して行う貨物の容積又は重量の計算又

は証明 
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5. ターミナルオペレーションシステムの調査 

 

5.1 概要  

コンテナターミナルでは、輸出入、サイズ、実入り・ 

空、常温・冷凍冷蔵等、様々な種類のコンテナが保管さ

れており、それらはクレーンやトラックを使用して移動

を繰り返している。さらにコンテナ本船の動静を基に岸

壁の使用計画を立てたり、船社の代理人として各種の貿

易に関わる手続きを執行したりと、コンテナターミナル

オペレーターの業務は多い。このようにコンテナターミ

ナルは規模が大きく複雑なシステムであり、システムを

円滑に運用するために TOS が活用される。 

Miguel Hervás-Peralta らは、TOS を、コンテナターミ

ナルで実施されるすべてのプロセス（例：ローディング/

アンローディング/トランスポート/ストレージプロセ

ス）およびその周辺（例：船舶やトラックの到着計画、 

ゲートでのトラックの行列）の計画、管理、監視を行う、 

ターミナルのコアを成すソフトウェアと定義することが

できるとしている 19)。彼らはまた、TOS の実装はターミ

ナル運営者が手掛ける中でも難しいプロジェクトの一つ

であり、運営者側の多くの努力を必要とすると述べてい

る。 

 GTO の一部は、TOS を独自に開発し、運営する CT に導

入している。例えばドバイに本拠を置く DP world 社は、

CARGOES P&T という TOS パッケージを開発し、自社ター

ミナルへの導入を進めている。HPS 社の nGen、PSA 社の

CITOSといった製品も、GTOによる独自のTOSの例である。 

独自に開発した TOS を有する GTO を除き、TOS 導入を

目指す港湾運営者にとって現実的な選択肢の一つが、世

界中の様々な企業によって提供されている TOS パッケー

ジ製品を必要に応じてカスタマイズし導入することであ

る。ビジネス向けのオンラインサイトである webiner 

care によると、2023 年におけるベスト TOS パッケージと

して、表-5.1 に示す 9 製品が挙げられていた。これらの

TOS は世界中のターミナルで導入されており、例えば、 

Navis N4 はアメリカ、ヨーロッパを中心に世界中のコン

テナターミナルで導入されている。他にも OPUS terminal

は、アジアを中心としてスペイン、UAE、イラン、マレー

シア、アメリカ、ブラジルなどで導入されている。 

日本のコンテナターミナルにおいては、1973 年に東京

港大井ふ頭で初めて導入されて以来、TOS は大規模なタ

ーミナルのみでなく小規模ターミナルにおいても広く普

及している 55)。日本国内で導入されている主な TOS 製品

の例は、日本のコンテナターミナルや TOS ベンダーのイ

ンターネットホームページ情報によると表-5.2 のとお

りである 56~60)。 

いずれの製品も、提供企業の業種は様々だが、TOS の

みを専門とする企業というよりも、港湾荷役機械メーカ

ーや、業務系システムベンダー等の企業が製品の一つと

して販売するような形態となっている。 

日本のコンテナターミナルではその中でも三井 E&S 社

の CTMS の導入事例が多く見られ、表-5.1 で示したよう

なグローバル TOS パッケージの導入事例は少ないが、外

航海運会社が運営するターミナルを中心に海外製のシス

テムも導入されている 61)。 

 

5.2 日本と海外のシステムの比較  

 本論文では、主に欧州や東南アジアにおいて導入され

ている TOS パッケージである OPUS Terminal と、日本に 

おいて広く導入されている CTMS(Container Terminal 

表-4.3 日本と諸外国の港湾管理運営体制の比較 
設備 日本 UAE タイ 

一般的な 

船社ターミナル例 

ドバイ港 バンコク港 レムチャバン港 

ターミナル D 

港湾ガバナンス 

モデル 

Tool port Private port Service port Landload port 

岸壁造成 国 DPW PAT PAT 

荷捌き地造成 地方自治体 DPW PAT PAT 

ガントリークレーン 

設置 

港湾運営会社 DPW PAT HPT 

CT の借受け 船社 ― ― HPT 

ヤードクレーン、トラ

クタヘッド等荷役機

器の購入 

CT 運営会社 

 

DPW PAT HPT 

荷役機器の 

維持保守点検管理 

CT 運営会社 

（請負業者） 

DPW 

 

PAT 

（請負業者） 

HPT 

（請負業者） 

TOS 購入 CT 運営会社 DPW PAT HPT 

荷役作業員の雇用 荷役作業会社 DPW PAT HPT 
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表-5.3 ヒアリング調査対象 

 

企業 クラス インタビュ

ー内容 

システムサプライヤ

ーのパートナー企業 

 

マネージャ

ー 

OPUS システ

ムの仕様 

チーフ 

港湾荷役システムサ

プライヤー 

マネージャ

ー 

CTMS システ

ムの仕様 

 

Management System)について、表-5.3に示すシステム導

入コンサルタントエンジニアや、ベンダーエンジニアへ

のインタビューを実施し、両システムの特徴と相違点に

ついて主に第2章で定義したスマートポートのためのTOS

機能の観点から整理した。両システムの特徴を以下に示

す。 

1) OPUS Terminal 

OPUS Terminalは韓国のCyber Logitec社(本社シンガポ

ール)が開発したTOSシステムである。アジアを中心とし、

韓国、タイ、マレーシア、インドネシア、UAE、アメリカ、

スペイン、ブラジルといった世界中のコンテナターミナ

ルにおける導入事例があるグローバルTOS製品である。

OPUS Terminal は顧客のリクエストに対応してTOSの機能

をカスタマイズ可能な点が特徴である。 

2)  CTMS 

CTMSは日本の三井E&S社が開発したTOSシステムであり、

日本国内を中心として導入されている。東京港、神戸港、

横浜港、名古屋港といった、日本国内でもコンテナ取扱

量が多いターミナルにおいての導入例が多いという特徴

がある。CTMSは共通のデータベースを介して互いに情報

連携するサブシステム群で構成されており、各コンテナ

ターミナルやターミナルオペレーターの状況に合わせて、

サブシステムを選択的に導入することが可能である56)。 

これらのTOSの機能を調査した結果、相違点として主に

以下のような点が挙げられることが分かった。 

1) 蔵置計画、本船積み付け計画の自動化 

積コンテナをどの本船スロットにどのような順番で積

みつけるかを計画する機能である。積み付け時には、コ

ンテナのサイズ、タイプ、揚げ港といった属性ごとにグ

ルーピングすることで本船揚げ作業時のリハンドリング

を極力発生させないようにするとともに、船の安定性を

考慮し重量が大きなコンテナを底部に積みつけるように

計画される14)。 

OPUSの本船プランニングシステムでは、操作者は各コ

ンテナのシーケンス順を指定するのみであり、本船積み

付けスロットはシステムにより自動決定される。この機 

能により、1万TEUクラスの船でもおよそ30分程度でプラ

ンニングを完了することができる。CTMSでは、積付けノ

ウハウをロジック化した支援ツールはあるものの、各タ

ーミナル固有の運用ルールに従って積コンテナ情報を基 

表-5.1 TOS製品の代表例  
製品名 企業 国 主な導入先 備考 

Navis N4 Navis アメリカ アメリカ、ヨーロッパを中心に

世界中 

 

OPUS Terminal Cyber logitec 韓国 韓国、タイ、アメリカ、UAE、

ブラジル等世界中 

 

GullsEye GullsEye トルコ   

Master Terminal JADE Logistics アメリカ アメリカ、UAE、ニュージーラ

ンド等 

Navisグループ 

Hogia Terminal Hogia スウェーデン スウェーデン、ニュージーラン

ド等 

 

CommTrac TBA イギリス  バルク、Ro-Roターミナ

ル用 

CATOS Total softbank 韓国 アジア、欧州  

Mainsail Mainsail アメリカ アメリカ、イギリス等  

Autostore TOS TBA イギリス   
 

 
表-5.2 日本の主なTOS製品 

製品名 企業 導入先の例 

Container Terminal Management System 

(CTMS) 

三井E&S 東京港、神戸港、横浜港、名古

屋港ほか 

コンテナターミナルシステム 三菱ロジスネクスト 大阪港ほか 

コンテナターミナル統合管理システム シスコム 下関 

コンテナターミナル総合システム ADK富士システム 秋田港、酒田港 

PORT-IT Systems 正興ITソリューション 博多港、伊万里港ほか 
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(a) CTMS (b) OPUS 

図-5.1 RTG車載端末の画面例 
 

表-5.4 OPUS Terminalの最適化機能  
機能 対象荷役 説明 

クレーンワーキングプラン ガントリークレーン ガントリークレーンのオペレーションスケジュールの分析及び生成 

ヤードプラン支援 YP/YO コンテナ蔵置計画 

 

ヤード内トレーラー 

渋滞解析 

ヤードトレーラー ヤード内道路における渋滞分析と、渋滞が予測されるルートを回避する 

ように誘導する 

ヤードクレーン運用 

パターン分析 

RTG、 RMG RTGやRMGの最適な配置、作業配分パターンの生成 

 

 

に本船スロットを手動で決定していることが多い。ただ

し積み付け計画は船社が作成する場合もあり、その場合

にTOSに求められる機能としては、積み付け計画の受信と

表示、必要に応じた修正である。 

2) 荷役機械への指示機能 

車載端末は、コンテナターミナル内での荷役作業を担

当するクレーンやトレーラーの運転士に実施するべき作

業の指示を与えるためのシステムであり、OPUS、CTMSと

もに、これらの車載端末アプリケーション並びに通信シ

ステムを提供している。OPUSとCTMSの相違点として、次

作業選択におけるポリシーの違いが挙げられる。図-5.1

に、OPUSとCTMSそれぞれのRTG車載アプリケーションの画

面例を挙げる。 

  図-5.1(a)に示しているのはCTMSのRTG車載端末アプリ

ケーションの作業選択画面である。運転手が選択可能な

荷役作業の種別やコンテナ番号、移動先等の情報が一覧

表示されており、運転手は次に実行する作業を選択し画

面右下の”select”を押す。このようにCTMSの車載は基

本的に運転手が対象作業を選択して完了する。表示され

る作業の範囲は設定にもよるが、クレーンの担当するエ

リアの作業を全て参照し、その中から運転手が経験に基

づいて効率よく作業を行うための順番を選択する。 

図-5.1(b)に示しているのはOPUSのアプリケーション

画面であり、左側の作業スケジュールに沿って作業を実 

施する。次に実施するべき作業の詳細情報も画面の右側 

 

に同時に表示される。このようにOPUS Terminalでは、ク

レーンの次着手作業が車載端末上で指示され、ドライバ

ーはその指示に従って移動・荷役作業を実施する。これ

らの作業着手順は、ヤード内の繁閑や交通状況等に基づ

き効率的な運用ができるように判断され、後述するAIサ

ービス機能がこれらの判断を支援している。 

さらにRTGクレーン方式のターミナルでは、作業の繁閑

に合わせてRTGクレーン配置を柔軟に変更することがで

きる。この場合のRTGクレーンへの移動指示についても、

OPUSでは作業の状況によりRTGクレーンの配置をシステ

ムが決定し必要に応じて移動指示を発出するが、CTMSで

はシステムによる指示よりセンタオペレータの経験に基

づく判断を優先してRTGクレーンの移動指示を出す運用

を行なっている。これは、システムの制約というよりも、

日本のコンテナターミナル運用における現場の判断を優

先する傾向に基づいていると考えられる。 

3) AIサービスによる最適化機能 

OPUS Terminal は、AIサービス機能として、TOSやIoT

プラットフォームから収集したデータを活用し、業務プ

ロセス、リソースの状況、作業パターンを分析し予測モ

デルを構築する。 

表-5.4に、OPUSのAIサービスの機能を示す。AIサービ

スの機能としては、ガントリークレーンのオペレーショ

ンスケジュール作成支援、リハンドリングを最小化する

ヤード蔵置計画支援、ヤード内のトレーラー渋滞の予測
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と渋滞を避けた移動経路指示、RTGの稼働パターン分析と

稼働計画の作成、ターミナルゲート前や退場後の渋滞予

測がある。 

 

6. 考察 

 

日本の港湾運営・管理体制は、第3章で述べたように港

湾ガバナンスに起因して港湾管理者、港湾運営者、TOに

階層化しており、港湾荷役の作業体制も歴史的背景に起

因して複雑となっている。その特徴を海外の港湾と比較

すると、公共セクターと民間企業の所掌分解点および公

共セクターと民間企業それぞれの所掌内における階層化

が異なる点である。 

重要な点は公共セクターと民間企業それぞれの所掌内

における階層化であり、ドバイ港、ラムチャバン港いず

れも、機材、システムの調達から荷役作業員の雇用まで、

港湾荷役にかかる一切を単一の民間企業で行っている。

バンコク港は、公社（公共セクター）運営であるが、荷

役作業員の雇用まで単一の団体で行っている点はドバイ

港、ラムチャバン港に通じるものがある。一方、日本で

は、CTを借り受けている船社、機材、システムを調達し

港湾運営全般を取り仕切るCT運営会社（元請）、実際の荷

役作業を行う作業会社（専業）と階層構造になっている。 

コンテナターミナルの効率的な運用のために導入され

るTOSだが、日本ではTOSの導入はCT運営者である一般港

湾運送事業者が行い、実際の操作はその下の階層である

港湾荷役事業者等が行うことが一般的である。日本と海

外のTOSについてヒアリングによる比較調査を行ったと

ころ、日本国内のTOSは荷役機械の作業選択を機械の運転

手主導で行う点や、本船積み付け計画における自動化が

進んでいない点において海外TOSとの相違点があること

が分かった。日本のTOSにもこれらの自動化の機能は実装

されているものの、実際のコンテナターミナルの運用に

おいてこれらの機能が活用されていないという意見もあ

った。 

すなわち日本のTOSにおいて計画機能の自動化が進ん

でいないことの要因は、システムの制約よりも、日本の

コンテナターミナルの運用における現場の作業者の判断

を優先するポリシーにあるという可能性がある。 

また、スマートポートに向けた動向として自動化コン

テナターミナル(Automated Container Terminal: ACT)が

あるが、ACTと従来ターミナルではTOSに要求される制御

システムの水準が異なる。通常のターミナルでは一連の

作業指示を一括で生成し、その指示をどのような順番で

実行するかは人間が決めれば良いが、自動化コンテナタ

ーミナルではTOSが正確な順序付けとタイミングを含む

より短い一連の移動指示を生成する可能性が高い62)。また

トレーラーの進入順の制御およびその順に従った作業指

令が必要である63)。 

OPUSでは、順序つけられた作業指示を明示する機能を

有しており、コンテナターミナルの自動化に対応可能で

ある。一方、人間主体の作業選択ポリシーを採用してい

るCTMSにおいてACTに対応するためには、TOSとは別に、

自動化されたターミナルでは個々の機械の動きを指示し、

単一又は機械群の動きを調整するECSを備える必要があ

る62)。CTMSでは、自動化機器統括管理システム(Automated 

Equipment Control System: AECS)を提供しており、作業

を行うクレーンを決定する機能を持っている64)。 

 日本は世界に先んじて自動化を強力に推進し、製造業

における競争力をつけてきた65)。しかしながら、港湾荷役

の計画業務においては、標準化されておらず定量化が難

しい暗黙知に基づく部分が多くあり、そのことが自動化

を進めることが難しい原因となっている可能性がある66)。 

従って現場の判断を重視する日本のコンテナターミナ

ル運営を維持し、さらに効率的な運用をサポートするた

めには、業務の安全性に支障がない範囲でモバイルター

ミナルシステム等の作業者へ情報提供を行うシステムの

充実が有効であると考えられる。また、荷役機械の自動

化を選択する場合にはECSシステムの付加が必要となる。 

また、日本の船社ターミナルはステークホルダーの高

度な階層化から利益を上げる主体としての自立化が求め

られなかったことや、個々のターミナル毎に独自の荷役

作業体制やシステムが導入されることで隣接するターミ

ナル同士の連携がとりにくい環境が生み出されたことが、

国内のTOSにおいて計画機能等の自動化が進んでいない

要因の一つとして考えられる。一方貨物量や寄港頻度が

少ない地方港（本稿では国際戦略港湾以外を意図してい

る）では、複数の港運会社の間での棲み分けがなされて

きた。ひとつのコンテナヤード内で、港運会社毎に使用

するヤードスペースや荷役機械を区分けするような事例

も見られており、そのことが生産性の低下を招いている

という指摘もある39)。 

日本のコンテナ港湾の多数を占める地方港では集荷圏

が細分化され、稼働率の低下を招いているという指摘も

ある39)。このような港湾では高機能なTOSの導入はむしろ

コストとなり、競争力の向上に寄与しない恐れがある。

船社が寄港地を選定する際の基準となる港湾の競争力は、

①その地域における貨物需要②港湾のサービス性③コス

トとされており39)、TOSの高機能化は②港湾のサービス性

向上および③コストの低減に有用であると考えられる。
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TOSの高機能化によるメリットは荷役作業の効率化によ

るサービス性の向上とターミナル運営におけるプランニ

ング作業等の効率化であり、深刻化する人手不足に対す

る対策のひとつになり得る。日本では特に地方において

少子高齢化と人手不足は深刻であり、システムの高度化

はそれらの問題の解決策となり得るため、日本の地方港

はTOSの高機能化に適していると考えられる。 

  また、デジタルツインを活用したスマートポートの構

築のためには、包括的なデータ収集が不可欠である。例

えばKan Wangaらが提唱する5層のスマートポートにおい

ては、リアルタイムでコンテナターミナル全方位のデー

タを収集するととともに、それらを統合することの必要

性を述べている20)。 

港湾の管理・運営の各階層で必要とされるデータは異

なり、階層ごとに組織が異なるとデータの授受を行うた

めの仕組みが必要になる。 

例えば、日本の一般的な船社ターミナルにおいて、ガ

ントリークレーンの所有者は港湾運営会社であり、船社

が借受けてリース料を支払っている。それを、港湾運営

会社が船社との契約に基づいて運用するが、実際に操作

するのは、作業会社の社員である。所有者としての港湾

管理会社は、アセットを管理する上でガントリークレー

ンの稼働量と保守履歴は重要なデータである。港湾運営

会社は、荷役効率を最大化する上でクレーンの荷役速度

や稼働率（故障率）といったデータが重要で、作業会社

は作業を途中で中断しないよう、荷役中も運転手がクレ

ーンの状態に関する情報を一元的に確認できることが重

要である。更に、港湾運営会社から受託してクレーンの

維持保守管理を請け負っているメンテナンス会社は、保

守作業や故障修理を行うためのクレーンの稼働状態、故

障履歴等に関するデータは必要となる。このように同じ

ガントリークレーンの情報であっても、ステークホルダ

ーによって必要とするデータは異なる。 

 スマートポートに向けてこれらのデータを収集、活用

するに当たっては、そのデータを収集するシステムを導

入する主体により、どのような頻度、精度でデータを取

得するかが異なっているという課題がある。すなわち、

システムに投資しデータを収集、分析しようとする者は、

自身の利益に資する情報収集、分析に特化し、他のステ

ークホルダーが必要としているデータを収集し再配信す

ることは殆どない。むしろ、他者が必要なデータであっ

ても、開示しないケースもある。従って、日本のコンテ

ナターミナルにおけるスマートポート化のためには、階

層化したステークホルダー間で必要な情報を共有し、自

由にアクセスできるプラットフォームが必要になると考

えられる。 

 

7. おわりに 

 

本論文では、コンテナターミナルのスマートポート化

において重要な役割を持つと考えられるTOSに着目し、日

本において主に導入されているTOSと、欧州や東南アジア

において主に導入されているTOSについて代表的な二例

を挙げ、機能面での相違点について調査するとともに、

日本における港湾ガバナンスとの関連性について考察し

た。 

 考察より導かれた結論を以下に示す。 

1) 日本の大規模港における港湾管理・運営体制は、コン

テナ輸送黎明期からの港湾整備における歴史的背景から

ステークホルダーの複雑な階層化が特徴となっており、

海外の大規模港に見られるようなグローバルターミナル

オペレータ―による一元的な管理・運用体制とは異なる。 

2) 日本のTOSは、荷役機械の作業選択を機械の運転手主

導で行う点や、蔵置計画や本船積み付け計画における自

動化が進んでいない点において海外TOSとの相違点があ

る。これは、日本の港湾運用においては現場での作業を

行う港湾荷役事業者等の主導による運用が定着している

ことや、個々のターミナル毎に独自の荷役作業体制やシ

ステムが導入されることで隣接するターミナル同士の連

携がとりにくい環境が生み出されたことが要因として考

えられる。 

3) これまで日本のコンテナターミナルでは、港湾荷役事

業者等の熟練労働者の技術によって高い生産性を維持し

てきたという特徴があり、その利点を生かすためには作

業者への指示を行うモバイル端末システムの導入は有効

であると考えられる。Digital twin platformやAIによる

オペレーション計画、管理の効率化や自動化の導入は、

サービス性やコストの面に貢献する。日本の地方港では

今後の少子高齢化による人手不足から、サービス性の維

持が困難となる懸念があり、TOSの計画管理機能の自動化

はそれらの対応策として有効であると考えられる。 

4) Digital twin platformやAIの導入のためには包括的

なデータ収集が必要になるが、複数のステークホルダー

間で必要な情報をやり取りするプラットフォームが必要

になる。日本においては主に国を主体としてPCSが導入さ

れているが、それらはスマートポート化に向けた重要な

情報連携基盤となり得る。 

 

 （2024年8月8日受付） 
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略号表 

ACT: Automated Container Terminal 

CT: Container Terminal 

AGV: Automated Guided Vehicle 

ASC: Automated Stacking Crane 

TOS: Terminal Operation System 

PCS: Port Communication System 

GTO: Global Terminal Operator 

MTO: Mega Terminal Operator 

POC: Port Operating Company 

TO: Terminal Operator 

PA: Port Authority 

RTG: Rubber-Tired Gantry-crane 

ECS: Equipment Control System 
 

 

 


	説明
	対象荷役
	機能
	ガントリークレーンのオペレーションスケジュールの分析及び生成
	ガントリークレーン
	クレーンワーキングプラン
	コンテナ蔵置計画
	YP/YO
	ヤードプラン支援
	ヤード内道路における渋滞分析と、渋滞が予測されるルートを回避する
	ヤードトレーラー
	ヤード内トレーラー
	ように誘導する
	渋滞解析
	RTGやRMGの最適な配置、作業配分パターンの生成
	RTG、 RMG
	ヤードクレーン運用
	パターン分析
	REPORT63-3-4cover.pdf
	Synopsis


